
【政策委員会報告】 

 

 

 

「市町村への政策対応」 

～各地区の現状報告～ 
 

 

 

 

 

○パネリスト 

       奥野  宏・全日私幼連政策副委員長 (P.1) 

和田 典善・全日私幼連政策委員 (P.11) 

川杉 省三・全日私幼連政策委員 (P.19) 

 
 

○コーディネーター 

坪井 久也・全日私幼連政策委員長 

 

 

 

平成 26年 10 月 7日（火） 

全日本私立幼稚園連合会 第 7回 都道府県政策担当者会議 



 

1. 1-1 1-4 
2. 2 
3. 1 3 
4. 4 
5. 5 
 

 
 

 

 



26 4,000

21,397



26 4,000

21,874



26 4,000

22,552





26 4,000







26  
 

 
 

 
 

 
27 4

1
2  

1 2

 
1 2

 
 
 

136,500  
  

 
 

B/A*100  
 

 
1  20,500 1,600  8%  18,900  
2  41,500 16,500 40%  25,000  

 
1  20,500 8,200 40%  12,300  

 
 

136,500  
  

B/A*100  C/A*100   
 21,874 2,600 10%  5,183 20%  14,091
 41,500 16,500 40%   25,000

26  

4,809

-4



-5 
 

9 1
 

1
 

 
 

1 2 3
1

1

 

1 2 3
 

 
 

300 0 2 50
15

 
3 2

 

 



全日本私立幼稚園連合会
都道府県政策担当者会議

長 野 県

認定こども園和田学園

副園長 和 田 典 善

平成26年10月7日



長野県の現状

園区分 園数 定員 園児数 充足率

私立幼稚園 １０６ １７，５５０ １１，８１９ ６７．３％

公立幼稚園 １３ １，４１０ ８６７ ６１．５％

私立保育園 １２５ １２，８７５ １２，５２９ ９７．３％

公立保育園 ４５２ ４７，６６５ ３７，９４２ ７９．６％

日本一の保育所王国といえども、４月当初は保育所
も定員割れの状態。しかし、９月現在では、軒並み定
員超過状態

幼稚園は、H26.5.1現在
保育所は、H26.4.1現在



H26年度長野県内認定こども園数

H26.4.1現在15園

• 中野市・・・1園（私：幼保連携） ４万４千人

• 須坂市・・・1園（私：幼保連携） ５万１千人

• 長野市・・・７園（私：幼保連携６、公：保型１）３８万人

• 飯田市・・・４園（私：幼保連携） １０万１千人

• 伊那市・・・１園（私：幼保連携） ６万９千人

• 上田市・・・１園（私：地方裁量） １５万６千人

内４園がH26年度からスタート

H27年度から認定こども園へ移行を予定している園は５園程度あり



長野市
３８万人
私幼２８園
公保３６園
私保４１園
公民６園

中野市 ４万４千人
私幼２園公保１１園
私保１園

須坂市 ５万１千人

私幼６園公保１０園私
保５園

上田市 １５万６千人
私幼１２園市幼２園
公保３１園私保１０園

伊那市 ６万９千人
私幼３園公保２３園
私保２園

飯田市 １０万１千人
私幼５園公幼１園
公保１８園私保１７園



新制度への移行動向（H26.8協会調査）95園／103園

園数

私学助成を受ける 64 ・28年度以降は施設給付か、こど
も園を検討中・・・16
・27年度のみ28年度は要検討・・・1
・私学助成がこのままなら継続・・・1

施設給付を受ける 7 27年度予定3
28年度以降4

現在の認定こども園のまま 11
新たな認定こども園となる 6 幼稚園型２

幼保連携２
27年度予定3
28年度以降3

既存のこども園の類型を変える 0
その他 7 27年度以降検討・・・1

28年度以降検討・・・6

無回答 8



教育・保育の量の見込み（ニーズ調査）
圏
域

就学前
児童数

教育・保育の現状H26 量の見込みH27

施設数 入所児童数 1号+2
号

2号
+3号

合計

幼 保 合
計

幼 保 合計 教育
ニー
ズ

保育
ニー
ズ

長
野

26,510 40 131 171 4,885 13,006 17,891 5,057 12,26
3

17,32
0

県
合
計

102,922 119 576 695 12,681 53,901 66,582 13,76
0

52,42
4

66,18
4

教育ニーズは、現在の需要よりも高く、保育ニーズは、現在の
需要を下回っている。



自治体利用者負担額の検討状況

• 長野市（中核市）と佐久市は決定

• その他、認定こども園を抱える５市（中野市、
須坂市、上田市、伊那市、飯田市）は検討中。

各市、１１月には、提示できる予定。



１号認定利用者負担額 長野市（月額）

階層
区分

定 義 利用者負担

Ａ 生活保護世帯 ０円

Ｂ
市町村民税非課税世帯
（市町村民税所得割非課税世帯含む）

９，１００円

Ｃ 市町村民税所得割課税額７７，１００円以下 １６，１００円

Ｄ 市町村民税所得割課税額２１１，２００円以下 ２０，５００円

Ｅ 市町村民税所得割課税額２１１，２０１円以上 ２５，７００円



１号認定月額保育料（給食費込）
階
層

区
分

定 義 利用者負担 給食費 月額保育料

Ａ 生活保護世帯 ０円 ５，５００円 ５，５００円

Ｂ
市町村民税非課税世帯

（市町村民税所得割非課税世帯含
む）

９，１００円 ５，５００円 １４，６００円

Ｃ
市町村民税所得割課税額

７７，１００円以下
１６，１００円 ５，５００円 ２１，６００円

Ｄ
市町村民税所得割課税額

２１１，２００円以下
２０，５００円 ５，５００円 ２６，０００円

Ｅ
市町村民税所得割課税額

２１１，２０１円以上
２５，７００円 ５，５００円 ３１，２００円



就園奨
励費奨
励費補
助区分

在園して
いる園児

補助金額（１人年額： ） 新制度移行後 従来制度
新制度移
行後の負
担月差額
⑦-④＝⑧

小学校１～３年生
の兄姉がいない

世帯

小学校１～３年生の
兄姉がいる世帯 １ 認定

利用者負
 額 

 費 
 給食
費 

   

(新保護
者負 
月額)
合計 

H26保育
料
平28,000
⑤

就園奨励費
1か月相当
分(左色枠
/12)
⑥

H26保育料
（現在の保護
者負担月額）
⑤－⑥＝⑦

兄姉が１人
の場合

兄姉が２人
以上の場合

A

１人目

308,000 0 5,500 5,500 28,000

308,000
/12

25,667
2,333 3,167

２人目

３人目以降

Ｂ

１人目 199,200 253,000

308,000 9,100 5,500 14,600 28,000

199,200
/12

16,600
11,400 3,200２人目 253,000

308,000

３人目以降 308,000

Ｃ
１人目 115,200 211,000

308,000 16,100 5,500 21,600 28,000

115,200
/12

9,600
18,400 3,200２人目 211,000

308,000

３人目以降 308,000

D
１人目 62,200 185,000

308,000
20,500 5,500 26,000 28,000

62,200
/12

5,183
22,817 3,183

２人目 185,000
308,000

３人目以降 308,000

E
１人目 対象外 154,000

308,000 25,700 5,500 31,200 28,000

0
/12

0
28,000 3,200２人目 154,000

308,000
３人目以降 308,000



２号認定利用者負担額(月額保育料)
階層
区分

定 義
保育標準時間 保育短時間

３歳以上児 ３歳以上児
Ａ 生活保護世帯 0円 0円

Ｂ１
市町村民税非課税世帯で母子、父子、
障害者世帯

0円 0円

Ｂ２ 市町村民税非課税世帯で上記以外の世帯 1,200円 1,200円

Ｃ１
市町村民税所得割課税額48,600円未満
で母子、父子、障害者世帯

6,600円 6,600円

Ｃ２
市町村民税所得割課税額48,600円未満
で上記以外の世帯

7,600円 7,600円

Ｄ１ 市町村民税所得割課税額 60,000円未満 11,900円 11,700円
Ｄ２ 市町村民税所得割課税額 76,000円未満 16,800円 16,500円
Ｄ３ 市町村民税所得割課税額 97,000円未満 21,700円 21,300円
Ｄ４ 市町村民税所得割課税額 123,000円未満 25,200円 24,800円
Ｄ５ 市町村民税所得割課税額 148,000円未満 26,100円 25,700円
Ｄ６ 市町村民税所得割課税額 169,000円未満 26,600円 26,200円
Ｄ７ 市町村民税所得割課税額 219,000円未満 27,200円 26,700円
Ｄ８ 市町村民税所得割課税額 265,000円未満 28,700円 28,200円
Ｄ９ 市町村民税所得割課税額 301,000円未満 29,600円 29,100円

Ｄ１０ 市町村民税所得割課税額 397,000円未満 30,700円 30,200円
Ｄ１１ 市町村民税所得割課税額 397,000円以上 31,800円 31,300円



長野市の不平等な助成
２号・３号区分 １号区分

項目 国基準
市軽減
額

利用者負
 額

所得割課 額 国基準
市軽
減額

利用者負
 額

生活保護 0 0 0生活保護 0 0 0
市町村民税非課税世帯（母子等）

6,000
6,000 0市民税非課税

世帯
9,100 0 9,100

市町村民税非課税世帯（その他） 4,800 1,200
市町民税課税世帯（母子等）

16,500
9,900 6,600

77,100円以下 16,100 0 16,100市町民税課税世帯（その他） 8,900 7,600

97,000円未満 27,000
15,100 11,900
10,200 16,800

211,200円以下 20,500 0 20,500
5,300 21,700

169,000円未満 41,500
16,300 25,200
15,400 26,100
14,900 26,600

211,201円以上 25,700 0 25,700
301,000円未満 58,000

30,800 27,200
29,300 28,700
28,400 29,600

397,000円未満 77,000 46,300 30,700
397,000円以上 101,000 69,200 31,800



月額当たりの保育料（利用者負担額）比較

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

1号
2号

＊１号に給食費５，５００円を上乗せした場合



0

100

200

300

400

500

600
1時間当たりの保育料（利用者負担額）比較

1 認定 4時間… 2 認定 8時間… 2 認定 11時間…

※1号給食費を月5,500円とした場合



問題点
• 自治体によって、税投入の公平性の観点か

らも著しい不公平が、１号と２号の間に生じて
してしまっている。

対 応

• 認定こども園協会設立⇒問題共有化図る

• 市幼連の顧問議員相談

• 他の中核市の資料を持参し、改善依頼



結 果

• １号においては、市単は投入せず。

理由：今後、どのくらい国から予算が回ってくる
かわからない中、認定こども園の１号にのみ補
助を出すことはできない。

• 認定こども園の収益が大きく下がる様なら、
個別の補助を考える。削減される園長１人分
の補助等々

• 施設給付を受ける幼稚園のことを考えれば、１
号の市町村負担分を上げてもらわなければ問題
の解決にはならない。



認定こども園和田学園 正満寺保育園・若穂幼稚園（幼保連携型）
平成１８年「総合施設モデル事業」全国３５園のひとつ

平成１９年 県内初の認定こども園

平成２６年１０月１日現在
０歳から２歳（保育園児） ５０名（定員 ４０名）
３歳から５歳（幼稚園児）１４８名（定員２００名）

入園金 23,000円（入園時）
保育料 28,000円（給食費込）
バス代 2,700円（利用者のみ）

平成26年度 平成27年度

平成２７年４月１日予定
３号認定 （定員 ４０名）
２号認定 （定員１４０名）
１号認定 （定員 ６０名）

入園事務費 23,000円（入園時1.2号のみ）
保育料 個々
給食費 5,500円（1号のみ）
バス代 2,700円（利用者のみ）
施設強化費 1,000円（1.2号）

通園区域に公立保育所2園、公設民営保育所1園と保育所に囲まれている関係
上、現実に1号は選択肢がない。認定こども園ならではの多子減免制度に、保
護者は魅力を感じているようである。



認定こども園特有の
多子減免制度のメリット・デメリット

• １号認定

幼稚園年少から小学校3年までの範囲において、 年長の子どもから順に2
人目は上記利用者負担の半額、3人目以降については0円とする。

• ２号・３号認定

小学校就学前の範囲において、 年長の子どもから順に2人目は上記の半
額、3人目以降については0円とする。

保護者のメリット
当初は、2号3号として在園しているが、幼児の年齢が上がるにつれて、1号
申請をし、延べ9年間の減免を利用する

園のデメリット
2号が1号へ変わると、基本単価が大幅に下がる。減免制度が広く認知され
ると、大量1号が発生し、園経営を圧迫する恐れも。



都道府県政策担当者会議

政策委員発表資料

愛知県

平成２６年１０月７日

葵名和幼稚園 川杉省三



愛知県の市町村 ○尾張地方（名古屋）

・名古屋市

○尾張地方（尾張）
・一宮市 ・瀬戸市 ・春日井市 ・江南市
・小牧市 ・稲沢市 ・尾張旭市 ・岩倉市
・豊明市 ・日進市 ・清須市 ・長久手市
・東郷町 ・豊山町 ・大口町 ・扶桑町
・北名古屋市

○尾張地方（海部）
・津島市 ・愛西市 ・弥富市 ・あま市
・大治町 ・蟹江町 ・飛島村

○尾張地方（知多）
・半田市 ・常滑市 ・東海市 ・大府市
・知多市 ・阿久比町 ・東浦町 ・美浜町
・武豊町 ・南知多町

○三河地方（西三河）
・岡崎市 ・碧南市 ・刈谷市 ・豊田市
・安城市 ・西尾市 ・知立市 ・高浜市
・みよし市 ・孝田町

○三河地方（東三河）
・豊橋市 ・豊川市 ・蒲郡市 ・新城市
・田原市 ・設楽町 ・東栄町 ・豊根村

－１－



県下幼児数

私立幼稚園の園児数 ８６，１０３人

公立幼稚園の園児数 １０，７２２人

私立保育園の幼児数 ３８，４７０人

公立保育園の幼児数 ５９，８７２人

その他の幼児数 １２，１５２人

私立幼稚園数 ４２９ 園

公立幼稚園数 ９２ 園

私立保育園数 ５２２ 園

公立保育園数 ７９１ 園

県下施設数

県下の幼児数（３～５歳）２０７，３１９人

県下の施設数 １，８３４園

愛知県の人口と幼児人口
平成２６年５月１日現在、愛知県の人口は７，４４２，６５０人。過去５年間は約７，０００人
ずつ増加している。幼児人口（３～５歳児）は過去５年間は横ばいで推移している。

認定こども園 幼保連携型 １７園 保育所型 ６園
地方裁量型 ２園 合 計 ２５園

－２－



１私立幼稚園経常費補助金 １５６億２，２３８万円

○一般補助 １４，３１１，５４３千円 学校法人立 園児１人当たり １７６，２０５円

学校法人立以外 園児１人当たり ６９，８００円

○特別補助 １，１５２，５３７千円

（幼児教育充実推進費補助金） ① 預り保育推進分 ３８３，８６０千円

② 満３歳児分 ４５９，０６７千円

③ 子育て支援分 ２５０，０００千円

④ 休業日預り保育推進分 ５４，９３０千円

⑤ 一種免許状の保有促進分 ４，６８０千円

２施設設備整備費補助（私学全体） ７億円 補助率１/３以内（耐震改修、耐震補強工事及びｱｽﾍﾞｽﾄ

対策工事は１/２以内）

３私立幼稚園特別支援教育費補助 ８億６，９８７万円 学校法人立 ２人以上対象児１人当たり７８４，０００円

１人 対象児１人当たり３９２，０００円

学校法人立以外２人以上対象児１人当たり２７４，４００円

１人 対象児１人当たり１８２，９００円

４私立幼稚園授業料等軽減補助 ６２４万円 第三子以降の満３歳児の授業料等無料化

５私学教職員共済費補助 １億３，８２５万円 標準給与の８/１０００を補助

６私学教職員退職基金補助 ２億８，２９９万円 標準給与の１８．７/１０００を補助

平成26年度 愛知県私立幼稚園助成の概要

平成26年度愛知県一般会計予算は２兆８１０億９，２００万円、このうち私学助成関係は５９３億円余である。
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愛知県の経常費補助金の推移
愛知県の経常費補助金は、平成９年までは全国でもトップレベルで推移していた。しかし、県財政がき

わめて厳しい状況との理由により、平成１０年、１１年の２年間で約２０，０００円の減額となり、国の措置
額にもとうてい及ばず、昨年までの１４年間は４７都道府県中４０番台の位置に甘んじていた。
しかし、平成２６年度は国の措置額と同額を獲得でき、順位も３２位と飛躍できた。

今年度の活動
愛知県は教員１人当たりの園児数が１７．４人（全国平均１４．７人）と全国的には 低レベルにあると

いうことを重要視し、幼児教育の質を高めていくためには、教員の増員と安定的な身分保障の実現が必
要不可欠であり、そのための経常費増額として要望している。

また、特別支援教育費補助金についても、判定方法の緩和、そして重度なアレルギーも対象となるよう
要望している。

愛知県は対象１人に対して県単費により半額の３９２，０００円の補助がある。さらに１人でも２人以上と
同額を補助してもらえるよう要望している。

知事・県議会への陳情活動
知事へは保護者（愛知県ＰＴＡ連合会）を中心に、「知事と幼児教育を語る会」を約６００名の保護者が

参加し毎年開催している。また、ＰＴＡ役員が知事訪問を行い、幼児教育の必要性を訴えている。

県議会は自民党県議会議員全員が私学振興議員団に所属しており、議員の担当者が各地域で、幼
児教育懇談会を開催し、地域の議員と保護者の懇親の場をつくっている。また、県議会議員と幼稚園関
係者、保護者の合同会議を開催し陳情活動を行っている。
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1 2 3 4 5

年 度 22 23 24 25 26

全国平均額 172705 174304 175167 176249 179484

地方交付税措置額 169387 171219 172042 173700 176205

愛知県単価 165650 170050 170050 171050 176205

172705

174304

175167

176249

179484

169387

171219
172042

173700

176205

165650

170050
170050 171050

176205

165000
165500
166000
166500
167000
167500
168000
168500
169000
169500
170000
170500
171000
171500
172000
172500
173000
173500
174000
174500
175000
175500
176000
176500
177000
177500
178000
178500
179000
179500
180000
180500
181000
181500
182000

単価（円）
過去５年間の経常費補助状況
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新制度への対応
公益社団法人愛知県私立幼稚園連盟は新制度移行に向けて、平成２４年度より特別委員会を設置する。

連盟会長、担当者が私立幼稚園がある市町村（５０ヶ所）を訪問し、首長との懇談を行う中で、「子ども・子育
て会議」の実施と幼稚園関係者の参加を要望し、私立幼稚園にとって重要な問題であることを訴えてきた。

平成２５年度からは、各市町村での「子ども・子育て会議」対応のための研修、情報提供を重ねている。

新制度に対する愛知県への要望
・幼保連携型認定子ども園の新認可基準と私立幼稚園設置認可基準の整合性を図ることを要望する。
・県が管轄する私学助成と市町村の施設型給付において、財政面で相互に密接な連携を図り、引き続き私

学助成の拡充にご配慮頂くとともに、市町村に必要な支援ができるようにして頂きたい。
・県が市町村間での広域調整を指導して頂きたい。
・私立幼稚園が相談できる窓口を明確にして頂きたい。

施設型給付を受けない 私学助成のみを受ける幼稚園 ３８２

施設型給付を受ける

施設型給付を受ける幼稚園 １２

幼保連携型認定こども園 ５

幼稚園型認定こども園 ２２

私立幼稚園の移行状況

＊ ４１８園中３９園が移行予定。全体の１割弱に
とどまる。

＊ 現行制度上の幼保連携認定こども園１６園中
８園が新制度へ移行。
８園が認定を返上し私学助成を受給
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○市町村の「子ども・子育て会議」が機能してなく、重要な問題が審議できていない。
・次世代育成支援会議のメンバーがそのまま留任しているため、新制度に対する知識、関心がない。
・会議が条例化されていない市町村があり、単なる報告の場となっている。

○公定価格の見直しがなければ、移行に踏みきれない。
・現在の地域区分では市町村間格差が大きすぎる。
・愛知県は各園の平均園児数は２００名のため、施設型給付へ移行しても収入増が見込めない園が多い。

○利用者負担額が決まらない。
・愛知県は９月１日要項配布、１０月１日受付のため、この時期で利用者負担額が市町村により提示されていなけれ
ば、２７年度の移行は不可能。
・愛知県は公立幼稚園、保育園の利用額は公定価格の国基準単価よりかなり低めに設定されている。しかし、多くの
市町村が国基準を用いるとの情報が漏れ聞こえ､公私幼保間格差が生じるのは必至である。

○人材不足
・愛知県では幼稚園教諭、保育士ともに人材不足に陥っている。とくに都市部以外の地域で確保が難しい状況である。
また、ただでさえ名古屋市に人材が集中しているなか、名古屋市による保育施設の大幅増設計画により、人材不足
に拍車がかかると思われる。
・名古屋市の地域区分は１２／１００で仮に月額２００，０００円で教員を募集したとすると、その周辺市町村は３／１００
地域のため、財源的に月額１８４，０００円で募集するしかない。

・県内の市町村の中には、保育施設の定員に達していないが、保育士不足のため利用者の受入れが出来ず、待機
児童を発生させている。

新制度の問題点
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現行水準ベースと幼稚園（教育標準時間認定１号）の比較

園児数 授業料 入園料
経常費補助
金園児単価

収入計
施設給付
算定額

差引増減
チーム保
育の人数

105 19,000 33.000 201,215 46,226,250 55,656,930 9,430,680 2

135 19,000 33.000 193,750 58,421,250 64,311,030 5,889,780 2

165 19,000 33.000 186,250 70,166,250 73,728,270 3,562,020 3

195 19,000 33.000 178,750 81,461,250 81,636,360 175,110 3

225 19,000 33.000 172,750 92,643,750 89,352,900 －3,290,850 3

255 19,000 33.000 168,250 103,848,750 97,012,200 －6,836,550 3

285 19,000 33.000 163,750 114,783,750 109,458,810 －5,324,940 4

315 19,000 33.000 159,250 125,448,750 112,364,280 －13,084,470 4

345 19,000 33.000 154,750 135,843,750 123,065,640 －12,778,110 4

処遇改善加算８％ ３／１００地域

○副園長、教頭加算あり
○通園バス、給食なし
○外部監査あり
○チーム保育 園児数 ４６～１５０ ２名、 １５１～２７０ ３名、 ２７１以上 ４名
○経常費補助単価 ２１０人 １７５，０００円

２１０人以下 １人２５０円増
２１０人以上 １人１５０円減
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名古屋市 （政令市）

市内幼稚園、保育園数

私立幼稚園 １５７園

公立幼稚園 ２３園

民間(私立）保育園 ２３７園

名古屋市立保育園 １１８園

合計 ５３５園

園児数（実員）

私立幼稚園 公立幼稚園 民間保育園 市立保育園 合計

３歳児 ９，４３９人 ６２８人 ５，６５４人 ２，３４２人 １８，０６３人

４歳児 ９，４１８人 ７８２人 ５，３５３人 ２，５５４人 １８，１０７人

５歳児 ９，６４４人 ７９７人 ５，２１１人 ２，６３６人 １８，２８８人

総実員 ２８，５０１人 ２，２０７人 １６，２１８人 ７，５３２人 ５４，４５８人

平成２６年５月１日現在

市内３～５歳児人口 ５７，４０５人

市内幼稚園・保育園数

私立幼稚園

公立幼稚園

民間保育園

市立保育園

園  （ 員）

私立幼稚園

公立幼稚園

民間保育園

市立保育園
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名古屋市の私学助成
名古屋市単独補助として幼児教育振興事業費補助金 ２億６，３８８万円 園児１人当たり約９，０００円

預り保育授業料軽減補助金 ３，１４０万円

就園奨励費補助金 国基準同様

民間保育園に対する名古屋市単独補助
保育士の配置加算補助 ① ０，１，２歳児が３０人以上（ただし０歳児が１人以上在籍）の場合、保育士１人分加配

② ０，１，２歳児が４０人以上（ただし０歳児が５人以上在籍）の場合、保育士２人分加配

名古屋市の保育園運営費は国基準の財政措置額より、平均３０％ほど高いと思われ、これは市職員人件費が高いため
であり、民間保育園の人件費にも反映されている。

新制度移行への問題点
名古屋市内の保育園は、現在、総認可定員より実員が少ない。保育園希望者が選り好みをしなければ、３～５歳児の

保育施設は充足している。しかし、賃貸型保育園をはじめ、今後も保育園の整備が進み、平成２６年度は２０園が新たに
整備された。さらに、平成２７年度においては、確定しているだけで３０園増える予定である。

古くなった公立保育園の統廃合があるとはいえ、これからも幼児人口の増加は見込めない現状としては、今後さらに幼
稚園経営が地域によっては厳しくなることが予想される。

現在、名古屋市公立幼稚園の授業料は、 高８，２００円である。公定価格の利用者負担額に大きな格差が生じないよう
望まれる。また、１号認定の利用者負担額に、給食費と預り保育を加算した場合と、２号認定の利用者負担額と整合性が
とれる負担額の早急な決定が望まれる。
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豊田市 （中核市）

私立幼稚園 ２１園

民間(私立）こども園 １５園

豊田市立こども園 ６７園

合 計 １０３園

市内幼稚園、こども園数 園児数（実員）

私立幼稚園 民間こども園 市立こども園 合 計

３歳児 １，３３５人 ４６３人 １，１６４人 ２，９６２人

４歳児 １，３３１人 ５４１人 １，６１９人 ３，４９１人

５歳児 １，２９１人 ５６７人 １，６９９人 ３，５５７人

総実員 ３，９５８人 １，５７１人 ４，４８２人 １０，０１１人

私立幼稚園

民間こども園

公立こども園

私立幼稚園

民間こども園

公立こども園

平成２６年５月１日現在
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豊田市は県内で も充実した市単独補助を実施している。
・幼稚園に対して運営費補助 在園児 ７０名未満 １２０万円～２８０名以上 ３５０万円
・園医等経費補助 園医等経費×１／２（限度額２００，０００円）
・障害児補助職員人件費補助 １人月額４０，４００円
・園舎増改築、耐震補強事業 １／３以内３，０００万円限度
・園舎大規模改造事業 １／３以内１，０００万円限度
・一般整備事業 １／３以内３００万円限度

就園奨励費補助 国の基準＋市単独補助
・対象外園児 ４～５歳児 月額 ７，５００円 満３歳、３歳児 月額４，９５０円

豊田市の私立幼稚園補助状況

国が示す「認定こども園」制度とは異なり、市内の保育園と公立幼稚園で、児童に均一な保育を提供し、同等
の保育料とすることにあわせ、施設の名称を統一したものが「こども園」である。
なお、こども園では、原則、現行の保育園と公立幼稚園の入園年齢や保育時間などはそのまま継続します。

豊田市の「こども園」とは

民間こども園への運営費補助も名古屋市同様、国基準の財政措置額より高い額となっている。
また、単独補助として、私立保育所施設整備費補助、私立保育所嘱託医報酬補助金、私立保育所産休・
病休代替職員設置費補助、私立保育所用地等賃借料補助がある。

民間こども園への補助状況

・こども園による４．５歳児の私的契約を認めている。さらに、ニーズ調査から市民の声を拾い上げ３歳児ま
で拡大していきたいとの意向がある。

・現行のこども園を幼保連携型認定こども園への移行を推進している。しかし、国が示した新認可基準では
なく、豊田市は現行の保育所基準に合わせるようだ。

問題点
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その他の中核市

愛知県には豊田市の他に中核市として、豊橋市、岡崎市があり、どちらも豊田市と同規模の私立幼稚園数、
園児数である。しかし、豊田市に匹敵するような補助は受けていない。

豊橋市園児数は私立幼稚園４，５９４人 保育園（認定こども園）５，６５２人
園数は私立幼稚園 ３０園 民間保育園 ５０園 公立保育園 ５園で、公立が も少ない中核市である。

岡崎市園児数は私立幼稚園６，０９５人 保育園５，０４７人
園数は私立幼稚園 ２５園 公立幼稚園 ３園 民間保育園 １８園 公立保育園 ３５園で、
１園の園児数が多い市である。

豊橋市、岡崎市ともに保育園は現行のまま継続していく方針である。岡崎市の公立幼稚園は認定こども園へ
の移行予定。両市とも私立幼稚園に対して、認定こども園への移行に期待している様子である。

私立幼稚園

民間保育園

公立保育園

私立幼稚園

民間保育園

公立保育園

豊橋市園数

豊橋市園児数

私立幼稚園

公立幼稚園

民間保育園

公立保育園

私立幼稚園

公立幼稚園

民間保育園

公立保育園

岡崎市園数

岡崎市園児数
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津島市（尾張）・知立市（西三河）・田原市（東三河）

小規模市と位置づけられる３市の人口は６０，０００人前後で、幼児人口（３～５歳児）と園
数、園児数同規模である。

市
園 数 園児数

私立幼稚園 民間保育園 公立保育園 私立幼稚園 民間保育園 公立保育園

津島市 ４園 ９園 ２園 ５７０人 ６００人 １１６人

知立市 ４園 ３園 １１園 １７８３人 ３６１人 ８３６人

田原市 ２園 １園 ２０園 ３７７人 ９２人 １１７７人

新制度に関して

○津島市は待機児童がいない状態であっても保護者のニーズ調査の結果から、認定こども園の
設置が必要と考えている。しかし、現在移行予定の施設がない。私立幼稚園4園中３園が小規
模保育を検討している。

○知立市は保育園が14園に対し、私立幼稚園が４園のため行政では公立保育園を軸に話が進
んでしまう。公立幼稚園もないため、私立幼稚園が抱える問題を市として比較することがない。

○田原市では前年まで、保育園全園が公立保育園であった。そのため、市の保育課が幼稚園に
ついて理解を示すことが少ない。

市内には私立幼稚園が２園あり、どちらの園も平成27年度からの幼保連携型認定こども園に
移行することを希望していたが、「市の予算がない」「補正予算を組む予定はない」ということで
認定こども園になることができなかった。
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東海市（尾張知多）

東海市は人口１１１，４６０人で大都市名古屋に隣接し、ベッドタウン的な位置づけにある。

また、大手鉄鋼業の企業城下町のため、市長、議会は大手鉄鋼業の息のかかった者でなけ
ればならないとの噂がある。とはいえ、現在の市長は「子育てするなら東海市」をキャッチフ
レーズに市政の重要政策と位置づけている。

保育園１８園すべて公立、幼稚園５園すべて私立で、うまく住み分けが出来ている。昭和50
年より幼保一元を唱え、公立保育園と私立幼稚園との合同協議会（東海市保育事業協会）に
より、研修、相互の公開保育等を展開している。

園数

私立幼稚園 ５園

公立保育園 １８園

私立幼稚園

１，９１１人

公立保育園

２，２５２人

園児数

平成２６年５月１日現在
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子ども・子育て会議

東海市の「子ども・子育て会議」は平成２５年１０月に第一回が開催され、先日２６年１０月１日に
４回目の会議を終える。

会議の問題点
・会議のメンバーは次世代育成支援会議メンバーがそのままスライドし、そこに座長と、幼稚園関係
者をあらたに加える。座長は保育園制度を専門にしている大学教授で、幼稚園に対する理解がうす
い。さらにスライドメンバーは「こども・子育て支援新制度」の知識も興味もなさそう。

・会議が条例化されていない。要求しても、議会がどうとか、のらりくらりと条例化するつもりがない。
・会議で重要な問題を協議できない。行政が検討した内容を報告する場となっている。

対策として
・幼稚園側と行政担当者による部会の設置を要求し、そこで幼稚園に関連する課題を協議すること
にした。部会で決まった内容を「子ども・子育て会議」で報告する手順にしたため、会議は平穏に進
んでいく。

・東海市では平成２７年度に０～２歳児の待機児童が発生するため、私立幼稚園に協力してほしいと
の意向。それを受け５園中２園が認定こども園への移行を検討する。しかし、園側も市側も準備不
足のため２７年度は準備期間とし、２８年度以降の移行予定となる。また、施設型給付の移行に関
しても私立幼稚園５園が在園児数３００名前後の施設であるため、移行すると減収になること、利用
者負担額が年末しか決めれないことから、２７年度は５園全園移行しないことを表明した。
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葵名和幼稚園の現状

平成２６年度園児数 ３歳児 ５クラス １１８名
４歳児 ４クラス １１９名
５歳児 ４クラス １２６名

合計 １３クラス ３６３名

費用 入園料 ３０，０００円（入園時）
施設費 １８，０００円（入園時）
保育料 ２０，０００円
給食代 １食３１０円
バス代 ３，３００円
母の会費 ４００円
その他 実費徴収預り保育 １日３００円 １日３０名 事前予約制

職員体制 園長１名 教頭１名 本務教員 １５名 本務職員 ２名
非常勤教諭 ３名 非常勤職員 ２名 合 計 ２４名

保育時間９：４０～１４：４０ 夏期、冬期、春期をしっかり取っている典型的な幼稚園で、基本的に
は現行のまま私学助成を受けて運営していきたいと考えている。
施設型給付を受けた場合の試算を行った結果、現状の収入より２，０００万円以上の減収になる。
しかし、将来は園児数が減少していくことは必至であり、新制度移行も検討していく必要がある。

市の意向は幼稚園が０～２歳児の受け皿となることに期待をもっており、本園としても、今後５年の
間で認定こども園へ移行するか模索していく。

現在、園敷地内に保育所を設置する方向で市と話を進めており、当面、幼稚園、保育所それぞれ
運営しながら、時機を見て一体型への移行を検討する。。
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